
 

 

 

1 

 

五條市高齢者見守り支援ネットワーク事業実施要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、ひとり暮らしの高齢者等に対し、急病や災害等の緊急時

に迅速かつ適切な対応ができる通信システムを活用して、地域の協力員及び

関係機関が連携して高齢者見守り支援ネットワーク事業（以下「事業」とい

う。）を実施することにより、高齢者が住み慣れた地域で支え合いながら孤立

感、不安感等を解消し、健康で安心して安全に日常生活を送れるよう支援す

ることを目的とする。 

（実施の主体） 

第２条 この事業の実施主体は、五條市とする。 

（事業の内容） 

第３条 この事業の内容は、次の各号に掲げるとおりとする。 

（１）緊急時に迅速に対応できる通信機器（以下「機器」という。）を利用する

対象者（以下「利用者」という。）に貸与し、当該利用者の居宅への機器の

設置及び撤去を行うこと。 

（２）利用者からの緊急時の通信に速やかに対応し、消防署への通報、協力員

及び関係機関への連絡等必要な措置を行うこと。 

（３）利用者に対し定期的に安否確認を行い、利用者の健康状況等を把握する

こと。 

（４）利用者からの各種相談等を 24 時間体制で受け付け、各種相談等を受けた

ときは、適切なアセスメントを行う専門的知識を有する者による指導を行っ

て、不安感等を取り除くこと。 

（５）利用者の情報を集約して、当該利用者を切れ目なく支援するため、関係

機関とのネットワーク創りを行うこと。 

（６）その他第 1 条の目的を達成するために必要と認める業務 

（事業の委託） 

第４条 市長は、この事業のうち緊急時の通信システムに係る業務について適

切に実施できると認める事業者等に事業の一部を委託するものとする。 

２ 前項の規定により事業の委託を受けた者は、委託を受けた事業の実施状況

等を明らかにできる記録を整備し、その結果を市長に報告しなければならな

い。 
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（事業の対象者） 

第５条 この事業の対象者は、次の各号に掲げる全てに該当するものとする。

ただし、その他市長が特に必要があると認める場合を除く。 

（１）本市に住所を有する６５歳以上のひとり暮らしの高齢者（６５歳未満の

者であって、特に必要があると認められるものを含む。） 

（２）身体上疾患がある等の理由により日常生活を営む上で常時注意を要する

状態にある者 

（３）居宅に電話が設置されている者 

（４）この事業の目的に対して協力の承諾が得られる協力員を２人確保できる

者 

（申請） 

第６条 事業を利用しようとする者は、五條市高齢者見守り支援ネットワーク

事業利用申請書（様式第１号。以下「申請書」という。）に次の書類を添付し

て市長に提出しなければならない。 

（１）緊急連絡先一覧表（様式第２号） 

（２）利用承諾書（様式第３号） 

（３）協力員承諾書（様式第４号） 

（協力員の責務） 

第７条 前条の協力員承諾書により当該利用者の協力員となることを承諾した

者は、次に掲げる活動を行うものとする。 

（１）利用者が緊急時に通信を発し、連絡があった場合は、当該利用者の居宅

に出向き、利用者の安否を確認すること。 

（２）前号の安否確認に基づき、必要に応じて関係機関等へ連絡すること。 

（３）その他第１条の目的を達成するために必要な活動 

（決定及び通知） 

第８条 市長は、第６条の申請書及びその添付書類を受理したときは、当該申

請者の実態を調査し、その利用の可否を決定したときは、五條市高齢者見守

り支援ネットワーク事業利用決定（不決定）通知書（様式第５号）により、

当該申請者に通知するものとする。 

（機器の貸与） 

第９条 市長は、事業の利用の決定をした者（以下「利用決定者」という。）に

対し、機器を貸与するものとする。 
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（機器の管理） 

第１０条 利用決定者は、機器を善良な管理者として注意をもって使用すると

ともに、事業の目的に反して使用し、譲渡し、転貸し、又は担保に供しては

ならない。 

２ 利用決定者は、機器を損傷又は紛失した場合、速やかに市長に届け出なけ

ればならない。 

（申請事項の変更等の届出） 

第１１条 利用決定者は、次の各号のいずれかに該当するときは、速やかに、

その旨を五條市高齢者見守り支援ネットワーク事業事項変更・資格喪失・中

止届（様式第６号）により市長に届け出なければならない。 

（１）申請書等の記載事項に変更があったとき。 

（２）利用者が第５条の規定に該当しなくなったとき。 

（３）利用者が入院等の事由により長期間不在となるとき。 

（４）事業の利用が不要となり中止するとき。 

（利用者の費用負担） 

第１２条 利用決定者は、事業の利用に要する費用として、次の各号に掲げる

費用を負担しなければならない。 

（１）月額５００円。ただし、住民税非課税世帯、又は生活保護世帯に属する

者は、負担を要しない。 

（２）利用者の故意により機器を紛失し、又は破損した場合の修繕料等 

（３）利用者の都合により機器を移転する場合の費用 

２ 利用決定者は、前項に規定する費用負担を事業の委託を受けた者に支払う

ものとする。 

（利用の取り消し等） 

第１３条 市長は、利用決定者が次の各号のいずれかに該当するときは、事業

の利用を取り消し、又は中止するものとする。 

（１）偽りその他不正の手段により事業を利用したとき。 

（２）第１０条の規定に違反したとき。 

（３）第１１条第２号若しくは第３号又は第４号の規定に該当する旨の届出が

あったとき。 

（４）前条の費用を負担しないとき。 

（５）その他市長が不適切と認めたとき。 
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２ 市長は、前項の規定により事業の利用を取り消し、又は中止するときは、

五條市高齢者見守り支援ネットワーク事業利用取消（中止）決定通知書（様

式第７号）により利用者に通知し、機器を返還させるものとする。 

（委託先等の服務） 

第１４条 この事業に係る職員、その他関係人及びこれらの職にあった者は、

業務上知り得た個人情報を他人に漏らしてはならない。また、事業の委託契

約を完了し、又は中止し、若しくは廃止した後においても同様とする。 

（その他） 

第１５条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

 

   附  則 

 この要綱は、公布の日から施行する。 


